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社会教育実践の展開と専門性の形成
平　川　景　子
はじめに　学習観の転換と専門性をめぐる議
論
　本論文は、日本社会教育学会プロジェクト
研究「専門職大学院構想と社会教育の役割一
コミュニティ学習支援専門職と専門職大学院
の構想」の報告内容に加筆したものである。
プロジェクト研究における「コミュニティ学
習支援専門職」という課題設定について、本
論では、コミュニティ形成の視点と公共性の
展望を持っ学習支援のあり方の問題ととらえ
る。ここでいうコミュニティとは空間的領域
を指すのではなく、生活世界において課題を
共有する人々の関係性として考える。これは、
社会教育や公民館の事業としての学習機会に
加え、福祉・保健医療・まちづくり・男女共
同参画などの分野においても学習を組織する
専門性が求められているという現状の認識に
立っている。
　本論の課題は、社会教育研究において職員
論・専門職（化）論・専門性論がどのように
議論されてきたかをあとづけることである。
とくに、戦後の社会教育実践が切り開いてき
た学習論を確認することを通して、学習観が
展開していくとき、学習者と職員の関係のと
らえ方が変わり、それにしたがって職員の役
割・専門性の認識も変化していくさまをとら
えようとする。そのなかから、こんにちの学
習支援者の専門性の形成をめぐる議論へと継
承され発展してきたものが何であったかを考
える。
1　公民館の設立と共同学習
（1）公民館の設立
①　寺中構想
　戦後の社会教育職員をめぐる議論は、公民
館の設置運営の奨励とかかわって見出される。
文部次官通牒「公民館の設置運営にっいて」
（1946年7月）ののち、『公民館の建設一新
しい町村の文化施設一』ほかいわゆる寺中構
想のなかでは、公民館の職員必置をあざして
いたが、財政への配慮から兼務も認めた。
　寺中作雄の『公民館の建設』では、「公民
館職員には専門職員を置くこととし、主事と
呼ぶ。経費の関係で専任職員をおくことがで
きなければ青年学校教職員や国民学校教職員
其の他図書館員や農会技師等を兼務にしても
よい」1とした。すなわち、主事という専門
職員（学習支援者）が、公務員としての任命
あるいは嘱託を受ける体制をめざしている。
また、青年学校・国民学校の教職員の兼務を
認めたことは、財政上の配慮にとどまらず、
社会教育職員の専門性を示すにあたって学校
教育の専門性を援用せざるをえなかったもの
とみることができる。
　「公民館の設置運営にっいて」では、「青
年学校教職員及国民学校教員を兼務させるの
はよいが、財政に余裕ある限りできるだけ多
くの練達堪能な実力のある人材を専任に嘱託
するようにすること」として、「練達」「実力」
をあらかじめ持っている人物の配置をもとめ
ており、その意味での「人材」主義的な職員
観にたっている。
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②　教育基本法
　教育基本法（1947年3月施行）では、「家
庭教育及び勤労の場所その他社会において行
われる教育」を社会教育と規定した。その際、
「わが国の場合は、社会教育の施設をも、国
や地方公共団体がほとんど独占的に設置し運
営するという体制であって、その運営の責任
者は『公務員』」2という制度設計にもとつく
ものであった。教育基本法に示された国家お
よび地方自治体による「独占的運営」と、社
会教育法のめざす「国民の自己教育・相互教
育」とは、ともに戦後社会教育のグランドデ
ザインとして描かれたものであるが、そのな
かで国家と国民の関係、また「社会教育を行
うもの」としての職員と学習者の主体性にっ
いては、必ずしも明示的でない。この問題は、
社会教育実践の蓄積を通じて、その後も議論
が引き継がれていく。
③教育刷新委員会～社会教育法制定
　教育刷新委員会の第七特別委員会では、公
民館長と社会教育主事について議論されてい
る。公民館長にっいて高等学校の教職員や青
年学校長による兼務を可能とする方向性が検
討されるなかで、公民館主事にっいて「主な
仕事をする人は相当激務だ」「公民館主事の
手当ての途さえ何とかなれば、こんなこと
（館長の兼務一引用者注）を書かなくてもい
い」「公民館が大切なものならば、当然（給
与を一同前）出さなくちゃならん。出さない
という所に矛盾がある」3という議論があっ
た。すなわち、専従職員としての公民館主事
の人件費を支出する見通しが立たないなかで、
公民館長と公民館主事を制度化しようとした
ことに「矛盾」が認識されていたのである。
　さらに、第七特別委員会では社会教育振興
方策（案）にっいて議論された。そのなかで、
「公民館職員に一定の身分を与えること」と
いう条文の提案理由として次のように説明さ
れている。「これは重要なことでありまして、
何か身分保障がないと公民館職員がどうも何
か下のもののように…。そういってはよくな
いですが、どうも市町村の吏員よりは下のも
のであるとか、或いは市町村の吏員と別のも
のである。別のものには違いありませんが、
そこに何か落著き（ママ）の悪いところがあ
るので、やはり身分保障を作る方がよかろう
という考えで、身分保障ということを入れた
のであります」4
　このように、公民館職員の身分保障は、自
治体職員に準じた処遇を必要とするという認
識から社会教育振興方策（案）に入れられ、
同日同案は教育刷新委員会第64回総会にて
決定された。
　上記の議論の後、社会教育法では第二十七
条に「公民館に館長を置き、その他必要な職
員をおくことができる」として公民館主事の
根拠を置いたが、必置ではなく自治体の任意
設置となった。また寺中作雄の『社会教育法
解説』によれば、「館長の外に公民館の事務
を担当する主事等の職員を置くこと」とし
「専任職員の設置の経費に関しては第三十六
条により補助金交付の対象」5とした。しか
し、公民館職員は「専任であることが望まし
いが、市町村の財政がこれを許さなければ学
校職員、又は教育委員会の職員の兼務とする
ことも止むを得ない」6とした。このように
社会教育法制定時の議論では、補助金交付に
より公民館への専任職員の設置を目指したが、
教員等の兼務も認めることとなった。
④社教法改正から青年学級振興法制定
　社会教育法は、1949年の成立後1959年ま
での間に4度改正する。これらの改正におい
て、社会教育職員は主要な論点であり続けた。
先に見たように、社会教育法成立時は公民館
の館長と主事にっいて、特に教員等との兼務
を認めるかどうかが問題となったが、改正時
の議論は社会教育主事の役割と養成について
が主要な論点となった。
　1951年改正により社会教育主事が新設さ
れた。1959年改正では社会教育主事が市町
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村必置となる。また1959年改正では、社会
教育主事講習という大学以外の機関による資
格取得の道が作られ、「（大学における養成
という一引用者注）教育専門職員養成方針か
らの逸脱」7であると批判された。
　他方で、公民館長・公民館主事にっいて、
社会教育法上は「公民館に主事を置くことが
できる」と自治体による任意設置になったこ
と、基礎資格と養成手続の定あがないことな
どから、社会教育主事に比べて専門性の法的
根拠が不十分であるとされる。しかし、文部
省告示「公民館の設置及び運営に関する基準」
（1959年）では「公民館には、専任の館長及
び主事を置き」として公民館主事の必置を目
指した。また、「公民館の館長及び主事は、
社会教育に関し識見と経験を有し、かっ公民
館の事業に関する専門的な知識と技術を有す
る者をもって充てるように努めるものとする」
とされ、専門性の内実が問われることとなっ
た。
○　社会教育法改正経過
1951　社会教育主事及び社会教育主事補新設。
1954　社会教育主事の資格一部改正、大学以外
　　　の「その他の教育機関」での養成を認め
　　　た。
1956　三九条の文部大臣及び都道府県教委の指
　　導・助言は法人の設置する公民館に限っ
　　　て「求めに応じて」なされるものとし、
　　市町村立公民館に対しては求めをまつま
　　　でもなくされることになった。
1959　九条の二、社会教育主事の市町村必置。
　　　九条の四の四号新設、主事講習終了によ
　　　る都道府県教委の資格認定、九条の五の
　　講習を大学以外に大臣の委嘱を受けたそ
　　の他の教育機関が行えることとする。同
　　条二号の一部改正。九条の六を新設、社
　　会教育主事（補）の研修を文部大臣及び都
　　道府県教委が行えるようにする。二七条
　　公民館の職員として「主事」を明記、三
　　項を新設してその職務を規定。それにと
　　　もない二八条に「主事」を追加。二八条
　　の二を新設し、九条の六を公民館職員に
準用することを規定。
（社会教育推進全国協議会編「社会教育・
生涯学習ハンドブック』第7版　エイデ
ル研究所Pp　52－53より抜粋）
　青年学級振興法の制定（1953年）の際に
は、青年団を中心に反対運動が起こった。批
判の焦点の一っとなったのは、同法九条三項
で青年学級主事の職務にっいて、「上司の命
を受けて、青年学級に関する事務をっかさど
り、学級生の指導に当たる」とした条文であっ
た。「上司の命」という文言は、職員間の上
下関係を生むとして批判された。また青年学
級主事がっかさどる「事務」とは、同法解説
によれば「たとえば学校の事務職員が事務に
従事するというような場合の事務とは異り、
単に庶務的な事務だけをさすものではなく、
さらに広い意味の事務である」8とされ、教
育活動との境界があいまいであった。さらに
「指導」については、「指導とは、学級生に対
する生活指導、職業指導をさす。…（中略）…
講師をかねない限り、教育には当たらない。
しかし、教育を通して、さらに教育の効果を
全からしある指導には当たるわけで、この意
味において広義の教育に当たるということは
できるであろう」9と解説された。これに対
して、青年への「指導」に法的根拠が与えら
れることは、日本の再軍備10が進められた時
代的背景と重ねて、再び国家主導により青年
への教化・動員に途を開くのではないかとい
う批判があった。また、青年団の自主性を守
る立場からは、とくに市町村による青年学級
の「職権開設」は問題であり、青年の申請に
よる学級開設（申請開設）のみによるべきと
する批判もあった。11すなわち、青年学級の
内容編成権が職員にあるか青年の側にあるか
が問題とされたのである。
　このように、社会教育職員としての青年学
校主事の「指導」性が強化されたことにより、
戦前と同様の「学校教育の代位」としての青
年学級となるのではないかと批判があった。
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指導性の強化は、職員の役割として考えると
学校教育モデルへの回帰を強めたものととら
えられていた。
⑤共同学習論
　占領期に導入されたアメリカのグループワー
ク理論、中国の集団主義教育論、日本の生活
綴り方などに学んで、1950年代を中心に青
年団や婦人学級等で実践された学習理論が共
同学習論である。共同学習論では、「まず、
第一に、共同学習は自分達で進めて行くべき
ものであって与えられるものをうけとるだけ
の受動的なものでないことをはっきりと自覚
することが大切である」12として、学習の自
主性・共同性が重視された。日本青年団協議
会「共同学習のまとあ」によれば、共同学習
は以下のようにとらえられている。
　「共同学習とは、集団（共同体）がかなら
ず話し合いや実践をとおして、みんなの力で
自主的に学習をおしすすめるかたちをいうの
であって、たとえば教師や特定の指導者が主
としてたてた計画によって、これらを分担し
て学習したり、発表するだけの指導される他
律的な学習は、共同というかたちには似てい
ても自主性のないことから本質的な意味では
共同学習とはいえない。すなわち共同学習活
動は先生と生徒が向かいあって、一方が教え
他方が教えられる形ではなく、同じ問題をもっ
た青年がむきあって青年自身の力でおたがい
に共同しながら自分たちの悩みや問題を解決
しようとするのである。（略）社会教育の領
域内では、いままでグループ活動とか小集団
活動、サークル活動ということがいわれもし、
行われもしてきたが、共同学習はこれらの活
動の自主的な面をのばし、さらにこの過程を
学習として実践をとおしてはっきり自覚した
ものでなければならない。したがって共同学
習ではそこから出てくる結果が重要視される
以上に、成果をあげるまでのつみ上げ（過程）
がいちばん注目されるのである。」13
　ここでは、学校教育における教師一生徒の
ような教え一教えられる関係が否定され、青
年同士の小集団における共同的な関係を重視
している。そして、指導者の計画に沿った
「他律的な学習」に対して、青年が学習の
「過程」を自覚的にとらえることが大切であ
るとしている。
　共同学習論ではとくに指導性をめぐって、
「『教え込まれる』ことに対する強烈な拒否、
動員されてきた青年たちが『もう二度とだま
されないそ』と胸のうちで叫ぶ、その思いが、
一方的に指導されることを否定する徹底した
態度となって」いるとされるが、同時に「学
習の展開を支える専門的な力量…（中略）…
この専門性を学習論の中に位置づけることが
できなかったために、形式的な方法論の次元
にリーダー論が解消されてしまい、学習の深
まりを支えきれなかった」14ことが指摘され
ている。すなわち、指導性にたいする強い否
定があった一方で、学習の展開を支える専門
的な力量を位置づけることができなくなって
しまったとされる。
2　社会科学系統学習における職員の専門性
論
（1）枚方市の職員の役割
　1960年代後半から1970年代にかけて、各
地で職員の不当配転が続いた。そうした政治
状況に向けて、枚方市の社会教育主事の役割
を考察した以下のような論文がある。これは
社会教育とは何かを論じた「社会教育をすべ
ての市民に」（枚方テーゼ、枚方市教育委員
会　1963年2月）と同時期に発表されてお
り、枚方テーゼを前提とした職員観が示され
ている。
　「枚方市においては、社会教育主事は、地
域民主主義運動と結びっき、その運動が随伴
する学習活動の条件を整えることこそ社会教
育行政の任務であるという考えに立って積極
的に条件整備の活動をおしすすめている。そ
の背後には、伝統的な地域団体の衰退と引き
くらべて、明確な目的を持っ自主団体（同市
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の場合は『枚方市民の会』その他）こそ、住
民の要求を組織し発展させる団体である、と
いう考え方があった。そのような自主団体は、
とうぜんのことながら、地方自治一地域民主
主義にっいての学習もするし、住民の権利を
伸長させるための実践活動も行う。自主団体
はとうぜん、そのような活動の自由を持って
いる。そして社会教育主事は、そのような団
体活動の自由を認めて、それが取り上げる学
習活動の条件を整えることこそ、社会教育行
政の責任であると考えるのである。（中略）
　市民の学習権を保障し援助するための「助
言・指導」の活動を自由に行いたいという意
識は、必然的に、社会教育の政治的中立の問
題につながってゆく。そしていわゆる「不偏
不党」一政治的真空一ではなく、市民の自由
な学習の権利を保障すること、その一環とし
ての職員の助言・指導の自由を保障すること
こそ、正しい意味での政治的中立であると認
識しなおされる。（中略）市民の生活要求を、
教育的に編成するという配慮が職員に要請さ
れる。」15
　ここでは、伝統的な地域団体と対置する
「自主団体」の学習の自由を保障すること、
そのたあの職員の助言・指導の自由を保障す
ることが「正しい意味での政治的中立」であ
るとされる。この関係は、学校教育における
児童・生徒の学習権と教師の教育権の関係と
同じ構図とみることができる。
　また、「市民の生活要求を、教育的に編成
するという配慮」が求められ、学習内容編成
と学習課題設定が職員の専門性として認識さ
れている。住民の生活要求はいまだ科学性を
もたない状態にあるため、科学的知識にもと
つく職員の専門性が求あられるとされる。こ
れは次の「組織者」としての職員の役割と関
わって論じられる。
　「社会教育職員の資質・能力をその組織者
としての資質・能力の中に見出そうという意
見があり、多くの関係者から一応の支持と承
認を与えられている。ここにいう『組織者』
の意味は自らが組織活動の先頭に立っという
ことよりも、住民の組織活動を援助し激励す
ることに重点が置かれている。社会教育の終
局的な課題が住民の民主的な組織化にあるこ
とを考えれば、組織者としての職員の専門的
力量はきわめて重要である。（中略）住民組
織化の核として要求の中からより基本的なも
のを選択する力は、必然的に、科学・技術・
文化の広い範囲にわたって、現在の世界が到
達している成果を、しっかりと身にっけてい
ることが必要である。」16
　「組織者」としての職員の専門的力量には、
住民要求から「より基本的なものを選択」し
うる科学性を持っことが求められている。
　このように、社会科学の系統的な学習をあ
ざす立場からは、職員の役割として、住民の
生活要求を教育的に編成すること、科学的知
識にもとついて学習課題を設定することがあ
げられるようになる。
②　下伊那テーゼ
　下伊那テーゼ（下伊那主事会「公民館主事
の性格と役割」1965）17は、飯田市主事会・
下伊那主事会の研修の積み重ねから生まれた
文章である。公民館主事たちは、それまでの
実践分析の蓄積から職員の役割を明らかにし
ようとした。
①科学性・系統性（社会科学系統学習）
　下伊那テーゼは、職員が「実践から学ぶ」
姿勢、学習者の主体性の認識が、ともに強く
打ち出されている。それは階級的矛盾の自覚
をもち、社会科学的な認識に立とうとする意
識に裏打ちされている。学習者は「国民」
「住民」としてとらえられ、その生活の現実
から学習要求が生まれ、学習が組織されると
認識されている。
　「『民主的』という言葉は、前近代性＝封
建性に対置する近代ブルジョワ社会の『自由』
『平等』思想を意味するだけでは不十分…
（中略）…・国民の学習要求の高まり如何が、
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社会教育行政の質を決定する」18
　こうした認識の基礎となる社会科学の内実
としては、以下のような認識の筋道にたって、
経済学・歴史学・教育学があげられている。
　「教育の中立とは、権力支配を排除しよう
とする努力であり、教育の本来的な役割を守
れとする国民の要請なのである。しかし、こ
の階級対立の現実から目をそらせる中立論は、
階級矛盾を人間の精神的調和で解決しようと
する発想に支えられた『公民館』をっらぬく
思想となっている。…（中略）…教育とは人
間の認識能力を全面的に発展させていく営み
である。したがって系統的・科学的な教育・
学習の組織と内容が整えられなくてはならな
い。それは、具体的には、国民の教育・学習
活動の大量な実践から学びながら、何が教育
の内容として準備されるべきかをとらえるこ
とであり、地域の現実を、民族的な課題を解
決する視点でとらえ、住民のさまざまな要求
をほりおこし、学習活動へ組織していく仕事
である。
　このたあの高い専門的能力と、働く国民の
一人としての自覚が要求される。それは人間
解放のねがいにうらづけられた社会科学の学
習一歴史と哲学と経済の学習とそれを基礎に
した教育学の学習であると考える。」19
　ここでは、職員の不当配転撤回闘争におい
て当局側が打ち出した「教育の中立論」が批
判され、「権力の排除」「階級対立」の自覚が
ほんとうの中立であるとされる。そうした前
提に立って、住民の要求を学習活動に組織す
ることが社会教育職員の仕事とされる。科学
的合理性を持っ学問の体系はすでに予定され
ており、マルクス主義にもとつく社会科学で
ある。その科学性を系統的に学ぶことが住民
の学習にとって必要とされている。
　下伊那テーゼは、後述するように「生活記
録と社会科学を柱に」することをめざしてい
る。生活課題を仲間の関係のなかで解決して
いくことをめざす共同学習論を批判的に継承
し、学習論として生活記録と社会科学系統学
習を追求していった。
②　指導性
　上記で引用した文章に、「何が教育の内容
として準備されるべきかをとらえる」「住民
のさまざまな要求を掘り起こし、学習として
組織」することが、職員の仕事とされている。
ここでは学習者と職員の関係をとらえるさい
にやはり学校教育モデルが援用されており、
教育内容・学習課題を用意する教師の役割を
職員の役割として描いている。「要求ほりお
こしの働きかけがあってはじめて、『民主的
社会教育』が成り立ち得る」20とする認識に
ついても、あるべき社会教育の姿が強く打ち
出されていると同時に、住民の要求を学習と
して組織するとき、職員の指導性を前提とし
ているのではないかとの疑問をなしとしない。
　一方で下伊那テーゼでは上述のような権力
への批判の意識を強く持っがゆえに、公民館
職員という存在のなかにある矛盾に自覚的で
ある。「同時に主事は、その労働の場を自治
体に持っている労働者である。権力による住
民支配の末端に座を占めながら、自らは地方
自治を住民の手で確立することを課題とする
自治体労働者である。」21権力の末端と、住
民自治の創造との、せめぎあう問題に日々立
ち向かっている自治体労働者としての姿が浮
かび上がってくる。
　そこで問題となるのは、学習の組織者とし
ての専門性がどのように位置づけられている
かということである。
③学習内容編成論
　　　　　　　　　　　（ママ）　下伊那テーゼでは、「生まの生活要求をほ
り起こす仕事と、それをどう学習内容として
編成しなおすかという試み、労働運動や青年
運動などの実践の分析から」、「生活記録と社
会科学を柱に」するという学習観に立ってい
る。22この立場から、職員としてはどのよう
な役割を果たさなければならないか、という
ことにっいて、以下のように論じている。
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　「今どのような役割を果たさなければなら
ないのか。／一一っは、住民の学習内容編成権
をどう確立していくかということであり、も
う一っは、行政の末端での教育の独立性をど
うとりかえすかということである。…では、
具体的にはどのような仕事をしていったらよ
いのだろうか。われわれは、学習内容の編成、
学習活動の組織化と、それらを守る条件をっ
くることについて次のように考える。…人権
への目覚めとそれが侵されている事実へのい
かりを主体的にうけとめるものとしての生活
記録・話し合い学習／その事実のしくみと、
その背景と、克服の道を考える社会科学の学
習／この二つを順序だてて準備することが、
いわば社会教育における基礎学習の内容編成
と考える。」23
　職員の役割として「住民の学習内容編成権」
と「教育の独立性」の獲得がめざされており、
先に述べた生活記録・話し合い学習と社会科
学系統学習の二っの方法論は、住民の学習内
容編成にいたるまでの「基礎学習」として職
員による内容編成が必要とされているのであ
る。こうした段階的な学習のとらえ方も、獲
得した知識の量で学習の成果が測られるよう
な、学校教育的な学習観ということができる。
学習論の中心には学習内容がすえられており、
職員から学習者へとその編成権を受け渡して
いこうとするイメージである。
　「何を学ぶか」という学習内容・学習課題
を問題にすること、すなわち学習内容が「正
しい」か、科学的に合理性をもっかというこ
とが、教育・学習の正当性の根拠として意識
されている。社会教育職員の不当配転撤回闘
争が続く時代状況のなかで、政治的な対立軸
が教育・学習の内容に反映していったとみる
ことができる。職員の学習内容編成権の重視
は、教科書裁判における「教師の教育の自由」
論と共通する認識枠組みを持っといえよう。
　しかし、下伊那テーゼに方法的な問題意識
がみられないのではない。「生活記録と話し
合い学習」を学習の軸にすえた点は、学習の
記録化と、学習者の相互主体的な関係性への
関心を示している。
④学習を組織する
　一方で下伊那テーゼでは、学習内容・学習
課題のようにあらかじめ決まっている学習観
ではなく、学習を動態・過程としてとらえ、
人と人とのかかわりのあり方として考えるキー
ワードとして、「学習を組織する」という職
員の役割が示されている。
　「以上みてきたように、主事のもっ二っの
性格（住民の学習内容編成権の確立と教育の
独立性の保障一引用者注）と、そこから導き
出される課題を統一的にとらえるならば、働
く国民大衆の解放を、意識的、積極的に目指
した学習・文化活動を組織していくというこ
とになる。」24
　しかし「学習の組織化」という言葉は、異
なった意味でも使われている。
　「学習は一定の順序だった積み上げがあっ
てはじめて成果がある。学習活動はその意味
で組織化されていなくてはならない。…『労
働講座』『農民講座』『婦人講座』『青年講座』
などのようなものが、郡市段階、県段階、あ
るいは全国段階で用意されなければならない
と思う。」25
　主体別・課題別の学習が、広域の組織に段
階的に積み重なっていくことを「組織化」と
している。戦前から社会教育で考えられてき
た網羅的体系的な「組織化」のイメージであ
る。このように定義は必ずしも明確ではない
が、学校教育のような定型的学習ではなく、
社会教育に独自の学習観にもとつく職員の役
割を示す言葉として「学習の組織化」という
ことが意識されている。
（3）三多摩テーゼ
　東京の三多摩地区の公民館職員と研究者に
よる「公民館のあるべき姿」を論じたのが三
多摩テーゼである。三多摩テーゼのなかでは
「職員論は割愛した」とされるが、ここでは
一7一
学習のとらえ方に示される学習者と職員の関
係を見る。
①「公民館三階建論」（1965）
　三多摩テーゼに影響を与えた考え方として、
「東京・三多摩社会教育懇談会で、小川利夫
氏によって提起され、主として国立公民館の
社会教育実践の中で試行的に肉付けられ」26
ていった論である「公民館三階建論」がある。
これは、公民館の1階に「自由なたまり場」、
2階に「集団活動の拠点」、3階に「私の大
学」としての機能を与え、職員の配置を構想
したものである。このように、　＜レクリエー
ション・交流〉→〈サークル等集団活動〉→
〈社会科学等の学習〉のように階層化した学
習のとらえ方は、学習の展開を〈個〉→〈集
団〉→〈社会科学系統学習〉へという構想に
もとついている。住民の活動が下、アカデミッ
クな学習が上の階に配置されるのも、学習と
研究の位置づけを示すものとして読み取るこ
とができる。
　ここでいう学習の階層化からは、最終的な
目標として、学習者にとって外在的な知識や
学問の体系の獲得が予定されていることがわ
かる。さきにのべた学習内容の重視がここで
も見られる。また、人間関係の深まりと認識
の展開は唯一っの（上昇する）方向性で示さ
れる。しかし現実には長いスパンの時間軸に
沿って複雑に展開していくはずである。
　「私の大学」では「学習内容は身近な問題
から全世界的な問題、あるいは原理的な社会
科学の問題や人間存在の根本問題など、あら
ゆる領域の学習が臨機応変に、住民の要求に
的確にこたえうる内容とスタイルで企画・実
施される」27ので、職員は従来とは異なる
「学習知的要員」としての力量と専門性が必
要とされるという。職員の専門性として学習
内容編成が重要視されている。
②三多摩テーゼ（「新しい公民館像をめざ
して」1973）
　三多摩テーゼ28は、「公民館三階建論」と
同じく「公民館は住民にとっての『私の大学』」
と位置づけ、「主体的な判断力や認識力を我
がものとしていく…、そのためにはどうして
も人間や社会にっいての継続的な学習が必要
不可欠」29という社会科学的な認識を重視す
る学習観に立っている。
　よく知られる「四っの役割七っの原則」で
は、公民館は住民の学習、文化活動の自由を
保障する役割を担うので、「学習文化機関と
しての独自性の原則」があり、行政からの独
立が必要であるとする。具体的には、「館長
の独自性」「公民館職員の職務の自立性」「公
民館運営審議会の重視」30があげられる。行
政当局から教育機関としての公民館の独立性
を守るために公民館職員の職務の自立性が求
められている。また「職員必置の原則」では、
「専門的な識見と意欲を持っ専任職員」とし
ての公民館主事が「住民の要求を把握しなが
ら、学習・文化活動を援助し、公民館事業を
編成」31することを役割としている。
　三多摩テーゼでは、社会科学系統学習と職
員による学習内容編成を重視した学習観にたっ
ているが、「学習・文化活動の援助」のよう
に学習者の主体性を援助する役割のとらえ方
も示されている。
　しかし、学習者と職員の関係のとらえ方に、
職員の主導をうかがわせる点もある。例えば、
「施設内容は、利用し、活用する住民を主体
として具体化されなければなりませんし、逆
に、住民からすれば、自分たちが欲する施設
内容や場の設定を積極的に行政につくらせて
いくということでなければなりません」32と
いう表現は、この文章が職員の立場からかか
れたものであることを思うと、これは住民自
身が考えることであって言及する必要がある
のだろうか、公民館のあるべき姿を職員が教
えようとしていないだろうかと疑問を感じざ
るを得ない。
（4）社会教育研究における専門性論
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　っぎに、上記の三っのテーゼの時代を中心
に、社会教育研究において職員の専門性論は
どのように議論されていたかをみる。
①法規定をめぐる議論
　社会教育法改正により、社会教育主事が設
置され、市町村必置とされるようになったこ
とを受けて、社会教育とは何か、職員の役割
とは何かが議論された。
　宇佐川満は社会教育主事の役割を限定的に
とらえて、指導・助言の対象となりうるのは
「社会教育関係団体の求めに応じる」（社会教
育法第11条）場合のみであると強調し、「指
導・助言という機能は、命令・監督が権力関
係で対象の意思を一方的に規定するのと異な
り、どこまでも対象の主体性と自立性を中心
として、これを側面的に援助・誘液すること
を意味する」のであるから、社会教育主事の
役割は「専門的条件整備者」33であるとした。
　島田修一は、職員の専門性の法的根拠にっ
いて、社会教育主事は社会教育法と教育公務
員特例法（当時）、公民館主事は文部省告示
「公民館の設置及び運営に関する基準」であっ
て、社会教育主事を学校の指導主事と同じ取
り扱いにするとした文部大臣の趣旨説明が実
現していないなど、専門性の裏づけとなる法
制度の脆弱を指摘している。34
　さらに、複数の論者により、制定時の社会
教育法が公民館という施設の職員のみを想定
しのちの社会教育主事のような職員を定あな
かったことにっいて、その「歴史的な意義を
どのように解釈するか」35ということが繰り
返し問われている。すなわち、「職員の専門
職化論は両刃の剣」であって、「’t専門職「と
非”専門職’との分断・差別の論理、専門職の
官僚制的組織化の論理、に組するものであっ
てはならない」36という指摘であるが、職員
の専門性を強調すると学習者を低く見ること
になるのではないか、戦前のような支配介入
につながるのではないか、といった不安が、
「専門職化論」と表裏の関係で議論されてき
た。
　戦前の社会教育に対する反省と、70年代
の不当配転撤回闘争という厳しい経験から、
職員の専門性に法的根拠をもたせることが先
行して議論されたものといえる。専門性の内
実が実践とのかかわりで描かれるのは、後述
する学習記録の中からであった。
②職員の職務内容をめぐる議論
　職員の職務内容・役割をめぐる議論には、
以下のようなものがあった。
0　3P論
　社会教育主事が新設された後、少なからぬ
地方で「講演」を依頼されていた現実があっ
た。かって、戦前の社会教育主事がそのよう
な仕事をしていたのであった。
　「社会教育主事の職を『講演』者として前
提するかぎり、一歩の前進も期待できないと
すれば、その前提を変えて考え直してみるこ
とが賢明というものであろう。この賢明な意
見の代表者として登場したのが、文部省前主
任社会教育官日高幸男氏の『社会教育主事三
P論』である。
　同氏の意見を一言にしていえば、社会教育
主事の職は、『講演者』ではなく、社会教育
行政の『組織者（organizer）』であるという
のである。そして、その組織者の機能に、
Planner（企画者）、　Producer（演出者）、
Promotor（ママ、　Promoter一引用者補注）
（推進者）としての三っの重要な機能がある
というのである。この頭文字をとって、氏の
社会教育主事三P論が展開されるのである
が、氏によれば、Plannerの次にProgrammer
（立案者）を入れて四P論としてもよいとの
ことである。日本語として、企画立案という
熟した言葉があるから、社会教育主事の機能
は、社会教育行政の企画立案、演出及び推進
であると概括することができよう。冒頭に述
べた社会教育審議会答申の社会教育主事の職
務の指摘（第二部5②）は、この範ちゅうに
属する。」37
　社会教育主事の「指導助言」を限定的に説
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明しようとする論にたいし、少なくとも3P
論は学習を組織する仕事の内実を示そうとす
るものであった。その結果、「社会教育行政
の企画立案、演出、推進」というキーワード
があらわされた。引用されている社教審答申
（1946年）の該当部分は、社会教育主事の職
務として「住民の教育的養成の把握、学習意
欲の啓発、学習の組織化、各種施設の利用、
指導者の発見と活用など地域における社会教
育計画の立案者および学習の促進者としての
役割」としており、3P論はこの施策を説明
しているものと理解できる。
　これに対して、「単純な専門性の強調と抽
象的な項目論だけでは、今日的状況のもとで
求められている専門的職務の内実は明らかに
ならない」38、「行政的管理と専門的指導の権
限を集中する」ことになり「施設の独立性と…
自主的な教育活動を保障」することにならな
い39、などとして、3P論は批判された。
○　現職経験と大学院教育の展望
　公民館主事の職務内容にっいて、碓井正久
は、（7）住民の生活要求を学習・文化活動につ
なげる、（i）住民集団の形成・運営の援助、（ウ〉
内容・方法について相談に応じる、国学級・
講座等を編成・準備・開催する、などのこと
をあげ、「これらの仕事を遂行するためには、
成人に焦点を合わせた学習・発達心理学、心
理相談、集団力学、集団治療、社会調査等の、
多分に技術的に見える基礎訓練を欠かすこと
ができないし、講座・学級等の内容・方法の
編成にかかわって、人間の文化にっいての広
い基礎的教養、あるいは文化の一分岐につい
ての深い教養（学校教員に比定すれば、教科
についての教養ということになろうか。）の
啓賠をも欠かせない。さらにこれらの仕事全
般にかかわって、これらの技術・知見、教養
を総合するものとしてある、教育の内容・方
法にっいての哲学的歴史的基礎訓練、すなわ
ち教育学的訓練が必要である」としている。
　しかし、こうした文化的教養の形成や基礎
的技術的訓練が大学（学部段階）において学
ばれたとしても、「成熟した社会人である成
人した国民にまむかうもの」としての社会教
育において、「国民生活に対する総合的教育
的洞察力は、社会的経験のっみかさねと社会
教育に実際に従事する過程での自己研修にま
たなければ、形成されうるものではない」と
して、社会教育職員の専門性確立のたあに大
学院程度の専門教育体制が必要となるだろう
としている。40
　すなわち、社会教育職員の専門性の形成は
学部卒業段階で完結するものではないとして、
現職経験を基にした大学院程度の専門教育体
制、っまりこんにちの専門職大学院のような
構想を示している。
○　専門職の専門性の形成
　小川利夫は、社会教育職員の専門性の形成
について、次のようにとらえている。
　社会教育法改正により「助長行政」から
「指導行政」の性格が強められ、1971年社会
教育審議会答申による派遣社会教育主事の制
度化により「国民の学習権保障の見地からと
いうよりも、国家の教育権の見地から」社会
教育「行政」が中心にすえられ、社会教育主
事の専門的力量は「社会教育行政の企画立案、
展開、推進等」にあるとされて教育専門職と
しての位置づけが失われて「行政社会教育主
事」とみなされるようになった。41他方で、
三っのテーゼをはじめ社会教育の「民主化論」
においては、「専門職の専門性」の形成論が
深あられた。42そして、公民館主事と社会教
育主事の関係は、学校教育における教師と指
導主事にたとえられるものであるが、社会教
育職員の専門性論は、まず公民館主事から社
会教育主事に及ぶべきである。43そして「専
門職の専門性」の確立のためには「職人」の
ままでいることはできないのであって、社会
教育専門職員自らが、いわゆる「自己研修」
サークル、さらに自治体労働者としての「自
己教育」運動組織をもっことが不可欠44であ
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る。
　上記のように、小川は社会教育職員の専門
性自体が、固定的なものではなく学習によっ
て形成されるとした。
○　学習過程に関わる専門的力量
　島田修一は、「社会教育労働の公教育性は、
成人の発達を保障する学習過程にかかわる専
門的力量形成の課題を避けて論ずるわけには
いかない」として、「社会教育の本質を自己
教育の組織化ととらえる立場からは、学習内
容と学習方法の自主的な創造過程をいかに組
織するかという点をめぐって研究が深められ
るべき」45であるとした。すなわち、社会教
育職員の専門性を成人の学習過程との関係で
とらえようとしたものであり、学習の内容と
方法の組織化をその中核部分と考えた。
3　学習過程研究と省察的実践論
（1）学習課題・学習内容編成から学習過程へ
　前章で見てきたように、社会教育職員の専
門性は、学習課題の設定・学習内容編成の権
利から、学習過程へのかかわりのあり方とし
てとらえなおされるようになった。その転換
は、70年代末から80年代にかけて、社会教
育実践において学習が記録化され、公刊され
たこと、それにより学習の過程が可視化され
たことによるところが極めて大きかった。学
習者と職員の関係で言えば、職員の学習内容
編成論から、学習者の主体性論へ、さらに学
習者自身による学習内容編成へと、学習者の
自己決定が重要視されるようになる。それに
ともない、社会科学の導入者・学習内容編成
者としての職員の役割から、学習者をっなぐ
役割や実践をふりかえることを可能にする援
助のあり方など、「学習を組織する」役割が、
学習記録を通じ、実践の文脈にそくして示さ
れるようになる。
　以下に、松川町の健康学習と、国立公民館
の保育室活動における学習観の転換と職員の
役割をあとづける。
①松川町の健康学習
　松川町（長野県）では、70年代から健康
問題を考える住民のグループ活動が行われ、
社会教育主事（松下拡）が住民の学習の組織
化にむけて働きかけていった。のちに保健婦
が住民の学習にかかわるようになり、保健婦
が住民の学習を支援するとはどういうことか
を考える場面に、社会教育主事がかかわって
いった。
○　職員の役割
　例えば、保健婦の「わたしの担当地区はた
いへん貧血が多く、そのことが課題なんです。
その原因を考えると労働の問題や食生活の問
題になるんですね。そして食生活を切り替え
るような学習をするんですが、なかなか実際
生活には生きてこない。よく考えてみると食
生活の改善は、経済的な面に響くからなんで
す。そうなるとそれ以上その問題に入ってい
けなくなっちゃうんです」という認識がある。
これに対し、松下は「ここでの問題は、保健
婦が解決の方途（技術）を与えようとする姿
勢があることである。…略…本人がそれに気
づかない状態、経済的な壁を本人が感じてい
ると思われる状態、食生活の学習が現実生活
に生かされない状態等々の実態から出るひと
りの訴えをほり起こし（気をつけて聞いてい
れば、それに触れるような発言は必ずあるも
のである）一（そうするにはあるべき論のう
わすべりに流されていたんでは聞きとれない）、
その訴えがみんなのものとなるような一その
訴えの中にある気持ちがみんなに響くような
位置づけをすることによって、自らの内にも
っ『壁』に気づくのである。そこから学習内
容のくみたてがひらけて行くのである」と述
べている。
　保健婦が住民の学習を記録化し、同僚の保
健婦や社会教育主事との関係の中で学習をふ
りかえり、支援者としての自らのかかわりの
あり方をとらえなおしていく。職員の専門性
は、実践を語ること、それが関心を共有する
一11一
他者によって聞き取られることをとおして、
自らの認識を問い直すことによって深められ
る。科学的な（保健婦にとっては医学的な）知
見は、生活者・学習者にとってどのような意
味を持っかという視点から繰り返し吟味され
るのである。そして、健康問題を地域の課題と
して、住民が集団的に取り組めるようにする
にはどんな支援が必要かということが、職員
集団のなかで持続的に検討されていった。46
0　記録を読み直して自己点検
　そのような松川町の保健婦の取り組みにつ
いて、熊谷保健婦が次のように述べている。
トレーニングしたということね。
熊谷　これは現場の具体的なことの中で一っ
一っトレーニングするしかないんですよ。47
　「住民が自ら問題解決する」ための学習を
支援する保健婦の力量は、「現場の具体的な
ことのなかで」、っまり実践の中で職員が自
らの認識を変えていくことによって形成され
ている。自らの経験を振り返り、とらえなお
していくことにより、職員の専門性が作られ
ていく。このように、専門性は動的なもの、
実践とのかかわりの中でっねに形成されてい
くものとしてとらえられている。
熊谷　私は、住民の話したことを受け止めた
自分の感度が正しいかどうか、引っ張り出し
方が正しいかどうか、話し合いの記録をあと
で読み直してみて、ここまで出たんだけどそ
こから先を私は引き出せなかったとか…。そ
れを日常の活動のなかでずっとやったんです。
蕪木　具体的な仕事をやってきたものを出し
て、みんなでケース検討をして意見をもらう
ということかしら。
熊谷　ちょっと違うのは、いままでの保健婦
の教育では、住民主体ということがどうやっ
たら自分の身にっくのか、そして、専門職が
どう援助するのかという教育はなかった。教
えてくれなかったわけですよ。だから阿南町
で私はもがいていたわけです。そこにピタッ
ときたのが松川町の公民館活動だったんです。
ガーンという感じでね。
司会　熊谷さんが言われたのは、健康問題を
住民が自ら解決するように援助するその内実
を私たちは訓練されてこなかった。だから方
法論が伴わなかった。それが、教育を専門と
している社会教育主事に出会ってっかあてき
たということ、そして、それを支えにして自
分で殻を破る…。
　破る方向は、住民が自ら問題解決すること
にかかわれる保健婦になるという方向で、そ
れを具体的な活動のなかで積み重ねて自分を
②国立市公民館の女性問題学習
　1960年代末から、国立市公民館では、「若
いミセスの教室」などの事業で保育室に子ど
もをあずけることを、親の共同の学びとして
いくことが取り組まれてきた。保育室の子ど
も同士の関係が育っていくこと、その姿から
親の子ども観・成長観が問い直されていくこ
とがおとなの学びとなっていくが、そこには
子ども・親と子・学習者の関係を支える保育
者と職員の働きかけがあった。
○　学習を組織していく方法を自覚的に持つ
　学習者が学習の方法を持っことと、それを
可能にする職員の働きかけにっいて、次のよ
うに話し合われている。
▽　先の「2『保育室だより』は生きている」
にもあるように、運営会議で話し合われたこ
とが火種となって「保育室だより」に「書く」
ことへととりくまれることが多いのですが、
このとりくみは、たんに「大事なことだから
みんなにも伝える」ということを越えて「書
く」ことによって、特に「共同して書く」こ
とによって、互いに練り合いながら、問題の
本質を見極め、そのとらえ方を確かなものに
していく、そして実際に人間関係を作り出し
ていく作業になっていますね。
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▼　それは、やってみたら自然にそうなった
というのではなく、おとなの女が自らを耕し
合う方法として、意図して公民館が「保育室
だより」を設定し、話し合いから「書く」こ
とへの水路をっけたり、「書く」作業が思考
を深めたり、人間関係を結びなおすことにっ
ながるように援助をするという、職員の働き
が早くからあって、その実りとして、いまの
ように市民の中に自分たちから取り組むこと
が定着してきたのだと言えますね。
▽　学習を組織していく方法を自覚的に持ち、
援助していくことの大切さを感じますね。公
民館は、人とのかかわりの中でこそ人は育っ
のだという考えにもとついた方法、そして、
そこで活動する人たちの問題状況にそくした
方法を持って援助していくことが必要だとい
うことになると思います。
▼　市民との関わりの中で、公民館がそうし
た力量をっねに養いっづけていくことが必要
なのでしょうね。48
　学習者自身による学習の記録化と、共同学
習への自覚的な取り組みは、職員（伊藤雅子）
の「書く」ことへの意識的な働きかけがあっ
たからだと認識されている。また「共同して
書く」作業が人間関係を深めていくこと、集
団としての学びの方法としてとらえられてい
る。
○　学習の主体と援助の質
　先の松川町でもそうであったように、学習
援助者の役割は答えを示したり、知識を与え
たりすることではない。
▼　私たちが皆でよく笑うことのひとっに
「初あのころ、職員や保育者がちっとも指示
をしてくれないのでとまどった」ということ
がありますね。「このズボン、自分では脱ぎ
にくそうでしたよ」とか、「リュックだとひ
とりではなかなかかけられなくて、一人でや
りたいし、一人でやると皆より遅くなって、
そのことを気にしているようでしたよ」とだ
け伝えられて「こういうズボンにしろ」とか
「こういうカバンがいいカバンである」とは
いわないのね。（略）
▽　ああした方がいい、こうした方がいいと
手とり足とり教えたり、至れり尽くせりのサー
ビスは、むしろ自分の判断力、決断力、ひい
てはくらし方、生き方の選択をする力まで萎
えさせてしまうことだと思えてくる。
▼　学習の主体、行動の主体は市民自身であ
るということ。その主体性の内容を質のいい
ものにしていけるように援助するのが公民館
の役割なのだということ。ことばにすればあ
たりまえのことなのだけど、日常それがどの
ような質において実現されているかというこ
とですね、大事なのは。
▽　「市民主体」というと公民館の問題意識
は問われないみたいだけど、援助の質にそれ
が表れる。
▼　公民館の役割は市民の学習の条件整備を
することだとよくいわれますが、物的な条件
整備の背景というか、ベースにある公民館の
問題意識の問題がとても大事だということで
しょうね。一九七四年に出された東京都の職
員セミナーの記録の中に、当時国立市公民館
の職員だった勝山博さんのこんなことばがあ
ります。
　「社会教育行政における『条件整備』とは、
実に、職員が、青年なら青年、婦人なら婦人
という概念の内部に何を問題として設定し、
視野においていくかという問題意識そのもの
ではないだろうか」49
　学習者が主体的になっていくということは、
職員が「手取り足とり教える」ことによって
可能になるのではない。あるいは、職員の働
きかけが少ない方が実現するということでも
ない。職員の問題意識と、それにもとつく働
きかけによって、学習者と職員・学習者相互
の関係の中で、学習者が主体性を獲得してい
くこととしてとらえられている。
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③ライフ・ヒストリー研究、および「自己教
育」概念の再検討
　1980年代に、松川町や国立公民館の実践
に影響を受けっっ、社会教育研究において学
習者の認識の展開にそくした社会教育基礎理
論研究会の研究が取り組まれた。ライフ・ヒ
ストリー研究や「自己教育」概念の再検討を
通じて、関係性のなかで学習をとらえる、時
間軸を持って学習を描き出し学習者の認識の
展開をあとづけることがめざされた。ここで
の問題意識が、後述する社会教育実践研究フォー
ラムへと継承されていく。
②　専門職の力量形成
①省察的実践への取り組み
　1990年代以降、日本社会教育学会の有志
を中心に、省察的実践への取り組みが始めら
れた。これにっいてはすでに論考50があるの
で詳述しない。ノールズ、クラントン、ウェ
ンガー、ショーンなどの成人学習論を取り入
れ、とくに学習支援者の専門職としての力量
形成として、少人数で時間をかけて一っの実
践をていねいに聞きあうことが取り組まれて
いる。社会教育のみならず福祉・医療などの
分野の「対人援助職」と呼ばれる仕事をして
いる職員や、ボランティア・市民活動として
学習支援をしている市民・学生・院生など、
多様な立場の人たちが参加している。異なる
領域の取り組みを聞くことで、自らの活動を
意識したり、認識をひろげたりすることが可
能であることが、参加者によって実感されて
いる。
プロジェクト研究「成人の学習」（2002－2004
年）、プロジェクト研究「専門職大学院構想
と社会教育の役割」（2006年一）が取り組ま
れ、年報等にまとめられている。
おわりに　専門性の内実と形成過程の転換
　社会教育の職員の専門性にっいて、1950
年代の社会教育法改正時の議論として、公民
館主事と社会教育主事の役割をめぐる議論が
あった。また、1970年代以降の社会科学系
統学習の考え方では、職員の役割として学習
内容編成が重要視されていた。
　1980年代に、松川町の健康学習・国立の
女性問題学習の記録が出版され、学習観・職
員の専門性の認識が転換していく。
　1990年代以降、保健婦・ユースワーカー
など隣接領域を含む職員の専門性が学習支援
者の役割として認識され、成人学習論とかか
わって論じられている。また、省察的実践と
して、実践者が、関心を持っ聞き手にたいし
て実践を語ることが行われている。これは、
学習支援者の専門性を学習過程への関わりの
あり方の問題としてとらえられるようになっ
たこととかかわっている。
　以上のように、今日では社会教育職員の専
門性は、従来のフロントエンドモデルから転
換し、職業生活全体にわたる専門性の形成過
程を展望するようになり、成人の学習の中核
部分としての職業能力の形成とかかわって論
じられている。
［註］
②日本社会教育学会における研究動向
　日本社会教育学会では、理論研究「成人の
学習」（1983－1985年）、理論研究「成人学習
理論の現代的水準」（1989年）が取り組まれ、
年報『現代成人学習内容論』（1989年）が編
纂されるなど、1980年代以降学習論への関
心の高まりがあった。
　また、学習を支える専門性への接近として、
1
2
3
公民館協会　1946年、国土社再発行　1995年
Pp．218－219
三井為友「九　社会教育」宗像誠也編『教育
基本法』新評論1966年Pp．234－238
「日本現代教育基本文献叢書」教育基本法コ
ンメンタール　12　日本図書センター　1998
年　採録
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委員、古垣委員の発言　日本近代教育資料研
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45
?
8
??9
12
13
14
15
??
究会　　『教育刷新委員会・教育刷新審議会会
議録』岩波書店　1997年　Pp．106－107
第二十一回議事速記録1948年4月9日　社会
教育振興方策（案）にっいて主査代理から提
案　同前p　．147
寺中作雄「社会教育法解説』社会教育図書株
式会社　1949年　Pp．120－121
国土社再発行　1995年
同前
津高正文「社会教育職員養成の評価と課題」
横山宏編r社会教育職員の養成と研修』日本
の社会教育第23集　日本社会教育学会年報編
集委員会編　1979年　Pp3－5
田中彰『青年学級振興法』学陽書房1953年P
p．132－133
同前
1953年、池田・ロバートソン会談
「その問題では、申請開設というもの一本で
やるべきだと思う。青年の意欲があった場合
に作るのはわかるが、市町村で勝手に作って、
青年を寄せ集めるということは、本来の趣旨
からいってもおかしい。申請開設でなく、市
町村のほうが自分で職権開設ができるという
法律になっている点は、考えなければならん
でしょう。」吉田昇の発言　同前　p．172
青年団研究所「共同学習の手引き』　財団法
人日本青年館　1954年　　「日本現代教育基本
文献叢書」社会・生涯教育文献SU　ll　15　日
本図書センター　2000年　p．22
日本青年団体協議会勤労青年教育特別委員会
「共同学習をすすめるために」　El本青年団協
議会編　『共同学習のまとめ』　1955年　社会
教育推進全国協議会編『社会教育・生涯学習
ハンドブック』　第7版　エイデル研究所
2005　Pp．442－443
矢口悦子「『共同学習』論提唱への歩み一山形
県連合青年団を事例として一」　社会教育基
礎理論研究会編『叢書　生涯学習R　社会教
育実践の展開』雄松堂出版1990年Pp．70－72
津高正文「社会教育職員の専門性について」
「月刊社会教育」国土社1963年1月　pPp，65－
66
同前2月号Pp．56－57
日本社会教育学会編『現代公民館論』東洋館
出版社1965年および長野県下伊那郡公民
館活動史編纂委員会編『下伊那公民館活動史』
下伊那公民館活動史刊行委員会1974年
「日本現代教育基本文献叢書」社会・生涯教
　　育文献集V　49　日本図書センター2001年に
　　再録
以下引用注のページは1974年版。
18　同前Pp．396－397
19　同前p．399
20同前p．396
21　同前p．400
22同前p．398
23　同前p．402
24　同前p．400
25　同前p　．402
26　徳永功「公民館の施設と機能」福尾武彦・千
　　野陽一『公民館入門』草土文化社1979年Pp，
　　93－120
27　同前
28　東京都公民館資料作成委員会『新しい公民館
　　像をめざして』東京都教育庁社会教育部振興
　　課1973年
　　「日本現代教育基本文献叢書」社会・生涯教
　　育文献集V　50　日本図書センター2001年に
　　再録
以下引用注のページは2001年版。
29同前p．5
30　同前p．9
31　同前p．10
32同前p．19
33　宇佐川満「社会教育の行政とその構造」宇佐
　　川満・福尾武彦『現代社会教育』誠文堂新光
　　社1962年Pp．126－129
34　島田修一「専門職の専門性の形成」日本社会
　　教育学会編『都市化と社会教育』東洋館出版
　　社1969年Pp．101－102
35　木全力夫「社会教育職員・生涯学習職員制度
　　の課題」大槻宏樹編著『21世紀の生涯学習関
　　係職員の展望一養成・任採用・研修の総合的
　　研究一』多賀出版2002年p．467
36　小林文人「社会教育職員研究の現代的意義」
　　小林文人編『社会教育職員論』日本の社会教
　　育第18集　日本社会教育学会年報編集委員会
　　編1974年p．18
37　今井武俊「社会教育主事の専門性に関する一
　　考察」「社会教育」全国社会教育連合会1971
　　年9月p．34
38　前掲注8に同じ
39　島田修一「社会教育職員の権利構造」同前p．47
40　碓井正久「社会教育職員の専門性」横山宏編
　　『社会教育職員の養成と研修』東洋館出版社
　　1979年Pp．48－52
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41　小川利夫「社会教育職員の『専門職化』問題一
　　その視点と課題一」小林文人編『社会教育職
　　員論』日本の社会教育第18集　日本社会教育
　　学会年報編集委員会編　1974年　Pp．30－31
　　傍点原文
42　小川利夫「社会教育と国民の学習権』勤草書
　　房1973年Pp．61－62
43　同前Pp．251－252
44　同前PP．252－253
45　島田修一「公教育としての社会教育」日本教
　　育法学会編「教育権と学習権』総合労働研究
　　所1981年p．122
46松下拡「自治体職員と住民の組織活動」『健康
　　問題と住民の組織活動一松川町における実践
　　活動』勤草書房1981年Pp．313－314
47同前p．320
48　国立市公民館保育室運営会議編『子どもを育
　　て自分を育てる』未来社1985年Pp．356－357
49　同前Pp．362－363
50　倉持伸江「ふりかえりに注目した学習支援者
　　の力量形成」日本社会教育学会編『成人の学
　　習』東洋館出版社2004年Pp．160－172
　　木全力夫・平川景子「実践研究と専門職の力
　　量形成」日本社会教育学会編「講座現代社会
　　教育の理論皿　成人の学習と生涯学習の組織
　　化』　東洋館出版社2004年Pp．176－192
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